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自転車の施錠促進にナッジ理論を活用： 
福島県での実証実験の成果が国際誌に掲載 

 
 

 福島県では、自転車盗が急増しており、その被害の多くが無施錠の状態で盗まれ

ています。そこで、福島県警察犯罪抑止対策アドバイザーを務める教育推進機構 鈴

木あい特任准教授が、滋賀大学データサイエンス学部 島田貴仁教授（当時・科学警

察研究所犯罪行動科学部）、福島県警察本部生活安全部生活安全企画課と共同で、ナ

ッジ理論に基づく 4種類のメッセージがデザインされた看板・横断幕を県内の 14 の

公共駐輪場に設置、自転車の施錠率に与える影響について検証しました。実証実験

の結果、4種類全てのメッセージが、自転車の施錠率上昇に有意な影響を及ぼしてい

たこと、その中でも互恵性とコスト認知をもとにしたメッセージが施錠率上昇に特

に効果的であったことが明らかになりました。 

今回、本研究の成果が、犯罪学・刑事政策に関する国際誌 International 

Criminal Justice Reviewへの掲載が決定しましたので、ご報告いたします。 

 

研究の背景 

 福島県では、自転車盗が急増しており、その被害の多くが無施錠の状態で盗まれ

ています。自転車盗を試みる犯罪者の行動コストを増加させ、被害リスクを減少さ

せるために、施錠行動の促進が重要と考えられています。従来、施錠行動をはじめ

とした犯罪予防行動の促進には、脅威に関する情報と脅威を低減するための対処行

動に関する情報とを提示し、対処行動を取るよう勧告する「脅威アピール」が用い

られてきました。しかし、近年では、特定の決断や行動をするようにそっと説得・

奨励する行動科学の理論である「ナッジ理論」の活用も進められてきています。 

研究の成果 

 2024年 8月、福島県内で自転車盗被害が多発する 14の公共駐輪場にナッジ理論に

基づいた 4種類のメッセージ（統制、社会規範、コスト認知、互恵性）がデザイン

された看板・横断幕のいずれかを設置、駐輪された自転車の施錠率を約 3カ月間に

わたって測定しました。本実証実験の結果、4種類全てのメッセージが、自転車の施

錠率上昇に有意な影響を及ぼしていたこと、その中でも互恵性とコスト認知をもと

にしたメッセージが施錠率上昇に効果的であったことが明らかになりました。 

 

研究の意義 
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本実証実験から、防犯カメラ等と比較してコストがかからない対策である、ナッ

ジ理論を活用したメッセージを用いた看板・横断幕の設置の有効性について示され

ました。本実証実験をきっかけに、施錠促進を目指した駐輪場での同様の取り組み

は、全国各地に広がっていますが、日本における研究者と実務家の協働による犯罪

予防に関する実証実験の成果が国際誌への掲載というかたちで、世界に発信された

のは初めてです。 

  

  

図. 実証実験で使用した横断幕（左上：統制、右上：社会規範、左下：コスト認知、

右下：互恵性） 
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